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第 3 章 生産技術と貿易パターン 

 

Web 資料 3-2 消費可能領域の拡大 

 

 本書では，閉鎖経済から自由貿易に移ることによる利益を，消費利益と生産利益によっ

て説明した。この資料では，消費利益と生産利益を合わせると，貿易による利益は自国の

消費可能領域の拡大として表せることを説明する。また，消費可能領域の拡大は，実質賃

金率の上昇と同義であることも示す。 

 

 消費利益と生産利益  

 

 自国市場を表した本書の図 3－3（74 ページ）について，第 2 財の生産・消費も明示した

のが図 3－W3 である。自国の生産可能性フロンティアを直線 AB で表すと，閉鎖経済下の
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図 3－W3 消費利益と生産利益：無差別曲線による説明 
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第１財の均衡相対価格は直線 AB の傾きの大きさ 1 2/L La a に等しく，自国の閉鎖経済下の生

産・消費点は図中の点 HE である。また，このときの無差別曲線は 1U で表されている。 

 このことは次のようにして確かめることができる。まず，第１財の相対価格を 1 2/L La a と

すると，図 3－3 から第 1 財の生産量（供給量）は 0 から
1Y の任意の水準でよいことになる。

図 3－W3 では生産の組み合わせを示すことができるが，生産の組み合わせは生産可能性曲

線上の任意の点で表される。そこで，閉鎖経済下の生産の組み合わせを点
HE としよう。次

に，第 1 財の相対価格を 1p ，第 2 財で表した実質賃金をw，第 i 財の消費量を iX とすると，

一国全体の消費者の予算制約式は 1 1 2p X X wL  となる。労働が完全雇用されていること

を仮定しているので，総所得wLは 1 2wL wL となる。さらに労働投入係数を用いて書き換

えると， 1 1 2 2L LwL wa Y wa Y  となる。財が生産されている時には賃金率に労働投入係数を

掛け合わせた値はその財の価格に等しく，財が生産されていなければ生産量の変数が 0 と

なるので，いずれにしても 1 1 2wL p Y Y  が成立し，予算制約式は 1 1 2 1 1 2p X X p Y Y   と

なる。すなわち，予算制約式は生産の組み合わせ 1 2( , )Y Y を通り，傾きが 1p に等しい直線

で表される。第１財の相対価格を 1 2/L La a とすると，予算制約線は生産可能性フロンティア

（直線 AB ）で表される。最適な消費の組み合わせは予算制約線と無差別曲線の接点で示

されるので，この場合の消費の組み合わせは点
HE となる。第１財の相対価格を 1 2/L La a で，

生産の組み合わせが点
HE であれば，国内の生産量と消費量が一致し，閉鎖経済の均衡とな

る。 

 ここで，閉鎖経済から自由貿易に移り，第 1 財の相対価格が 21 LL aa から
*

1p に低下した

とする。すると，自国の消費者にとって，自国の比較劣位財である第 1 財を 1 単位得るた

めに手放さなければならない第 2 財の数量は， 21 LL aa 単位から
*

1p 単位に減少する。この

第 1 財の機会費用が低下することによる利益は，生産点が
HE のままでも得られる。図 3－

W3 では，点
HE の右下で，直線 AB と直線 A'C' によって囲まれた網掛けの三角形の部分

が，生産点が変わらなくても，自由貿易によって拡大した消費可能領域である。 1U での消

費点
HE から上位の無差別曲線である 2U での消費点

HE へのシフトで表される利益が自国

の消費利益で，本書の図 3-3 の面積分 b である。 

 次に，第 1 財の相対価格が
*

1p のもとで，貿易に伴う完全特化で生産点が点
HE から点 A

に移ることによる利益は，消費点が無差別曲線 2U 上の点
HE から，より上位の無差別曲線

3U 上の点 *E へのシフトで表される。点 *E は点 A を通る傾き
*

1p の直線 AC 上にある。

第 1 財への需要は第 1 財の相対価格にのみ依存し，生産点の変化の前後で第 1 財の相対価

格は
*

1p で変化していないので，消費点の
HE から *E へのシフトで第 1 財の需要量は変化

しない。したがって，完全特化による消費者の利益は，すべて第 2 財の消費量の増加とし

て表される。これは自国の生産利益である。閉鎖経済における第 1 財の生産量を 1

HY とする

と，図 3－W3 における AA' の長さは *

1 2 1 1{( / ) } H

L La a p Y となり，本書の図 3-3 の面積分 a
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に等しいことが分かる。 

 

 両国における消費可能領域の拡大  

 前述の消費利益と生産利益を合わせたものが，消費可能領域の拡大である。図 3－W3 で

は，閉鎖経済のときの消費可能領域は領域 OAB であったのに対し，自由貿易のときの消費

可能領域は領域 OAC で，直線 AB と直線 AC で囲まれた三角形の部分だけ貿易によって拡

大している。 

 

 

 

 図 3－W4 は，貿易とそれによる完全特化によって，自国と外国の消費可能領域がともに

拡大することを表している。図の（a）の自国のケースで考えると，貿易開始後に自国が比

較優位を持つ第 2 財に完全特化すると，生産点は点 A となり，第 2 財の生産量 2Y の一部を

輸出して第 1 財を輸入する。
*

121 paa LL  なので，第 1 財の獲得のために手放す必要のあ

る第 2 財の量は貿易によって少なくなる。これは図 3－W4 では，国内生産が点 A のときに

貿易収支が均衡する第 1 財と第 2 財の組合せを示した直線 AC の傾きが，生産可能性フロ

ンティア（直線 AB ）の傾きよりも緩やかであることで表現されている。貿易によって自

国の消費可能領域は領域 OAC まで拡大する。 

 外国についても同様に，貿易開始後に第 1 財に完全特化すると，外国の消費可能領域は

図の（b）の領域 O FA FB F から領域 O FB FC Fまで拡大する。 
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図 3－W4 消費可能領域の拡大 
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 実質賃金率の上昇との関連  

 図 3－W4 の（a）の OB と OC は，それぞれ，閉鎖経済と自由貿易において第１財で測

った自国の実質総賃金の値に該当する。同様に，図の（b）の O FA Fと O FC Fは，それぞ

れ，閉鎖経済と自由貿易において第 2 財で測った外国の実質総賃金の値に該当する。つま

り，図 3－W4 による消費可能領域の拡大は，実質賃金率の上昇と同義である。このことを

確認しよう。 

 第 1 財で測った自国の実質賃金率 211 1 Lapw  を全労働量について足し合わせると，実

質総賃金が 211 LapLLw  となるが，
22 YaL L  であるので，実質総賃金は

12 pY となる。

閉鎖経済下の第 1 財の相対価格は 211 LL aap  であるので，これを代入した  212 LL aaY

は図 3－W4 の OB の長さになる（ 1Y ）。また，自由貿易下の第 1 財の相対価格は
*

11 pp 

であるので，これを代入した *

12 pY は OC の長さになる。なお，OA の長さは閉鎖経済下で

も自由貿易下でも変わらないが，これは第 2 財で測った自国の実質賃金率が不変であるこ

とに対応している。 

 同様に，第 2 財で測った外国の実質賃金率
F

L

F apw 112  を全労働量について足し合わせ

ると，実質総賃金が
F

L

FF aLpLw 112  となるが，
FF

L

F YaL 11  であるので，実質総賃金は
FYp 11 となる。閉鎖経済下の第 1 財の相対価格は

F

L

F

L aap 211  であるので，これを代入し

た   FF

L

F

L Yaa 121 は OFAFの長さになる（
FY2 ）。また，自由貿易下の第 1 財の相対価格は

*

11 pp  であるので，これを代入した
FYp 1

*

1 は OFCFの長さになる。なお，O FB Fの長さは

閉鎖経済下でも自由貿易下でも変わらないが，これは第 1 財で測った外国の実質賃金率が

不変であることに対応している。 


